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平成２７年度　潮来市  統一的な基準による財務書類の公表について

　現在の官公庁会計は、収入と支出を現金の受け渡し時点で認識する現金主義

を採用しており、また作成する決算書は、単年度会計による単式簿記を用いた

収支決算に基づいています。

　これらの資料は、その年にどのような収入があり、それをどのように使った

かといった現金の動きがわかりやすい反面、これまでに整備してきた資産や将

来返済しなければならない負債、行政サービスを実施するのに要した費用な

ど、長期的かつ総合的な情報が不足していました。

　

　総務省は、平成27年1月に「統一的な基準による地方公会計の整備促進に

ついて」を示し、平成27年度から29年度までの3年間で、全ての地方公共団

体において「統一的な基準」による財務書類等を作成するように要請していま

す。

　潮来市ではこの要請を受け、企業会計的手法を取り入れた発生主義・複式簿

記として、歳入・歳出の現金取引のみならず、すべてのフロー情報や、ストッ

ク情報を網羅的に公正価値で把握できるよう見直し、平成27年度決算よりク情報を網羅的に公正価値で把握できるよう見直し、平成27年度決算より

「統一的な基準」による財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変

動計算書、資金収支計算書）を作成し、公表してまいります。

　複式簿記に基づき発生主義による財務書類を作成することにより、潮来市が

所有する全ての資産と負債の状況や、行政サービスに要したコストが把握でき

ます。今後は、他団体との比較を行うことで、潮来市の財政状況の特徴や課題

を明らかにし、さらなる財政の健全化に努めてまいります。
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連結会計
一般会計等 一般会計

特別会計 国民健康保険特別会計
下水道事業特別会計
農業集落排水事業特別会計
介護保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
水道事業会計
工業用水道事業会計

連結会計 株式会社いたこ
潮来市社会福祉協議会
一般財団法人潮来市開発公社

財務書類の数値は、表示単位で四捨五入しているため合計値と一致しない場合があります。
人口一人当たりの数値を算出する際には、平成28年1月1日現在の住民基本台帳人口29,232人に
より算定しております。

対象とする会計の範囲

※平成27年度においては、統一的な基準に対応した財務書類を作成している団体を連結対象とし
た結果、第三セクター等の法定決算書を作成している団体に限定した連結財務書類となっておりま
す。
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潮来市　統一的な基準による財務書類
◎貸借対照表〔バランスシート〕 （単位：百万円）

固定資産 固定負債

有形固定資産

事業用資産 地方債等

土地

立木竹 長期未払金

建物

建物減価償却累計額 退職手当引当金

工作物

工作物減価償却累計額 損失補償等引当金

船舶

船舶減価償却累計額 その他

建設仮勘定

その他 流動負債

その他減価償却累計額

インフラ資産 １年内償還予定地方債等

土地

建物 未払金

建物減価償却累計額

工作物 未払費用

工作物減価償却累計額

建設仮勘定 賞与等引当金

物品

物品減価償却累計額 預り金

無形固定資産

ソフトウェア その他

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権 固定資産等形成分

長期貸付金

基金 余剰分（不足分）

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

繰延資産

147

46,956

－ 

－ 

11

35

5

△ 16

－ 

－ － － 

－ － － 

－ 

26

△ 16

2,509

1

－ 

72,049

11

2,509

35,894

50,358

△ 29

－ 

－ 

△ 4

5,336

－ 

△ 10

72,484

159

一般会計等

47,541 68,316

76

2,368

109

25,093

－ 

96

46

11

2,509

2,509

－ 

－ 

50,358

一般会計等

13,096

10,912

－ 

2,184

－ 

－ 

1,369

1,197

－ 

14,464

39,157

△ 17,267

76

167

△ 129

0

5,406

2,774

1,655

－ 

1,653

2

－ 

126

113

3,522

249

0

3,273

76

科目名

資産合計

一般会計等

45,022

39,616

14,288

3,542

－ 

23,958

△ 13,488

1,481

△ 1,243

55

△ 45

29

25,290

1,750

1,682

2,509

2,509

－ 

△ 107

113

4,049

249

3,800

8

△ 29

6,498

3,796

△ 21,361△ 11,647

2,158

－ 

－ 

2,030

－ 

123

3,975

2

278

－ － 

4,609

113

191

2

121 88

100

－ 45 46

6,252

－ 

△ 13,488

1,989

29

5

1,891

4,460

△ 1,643

－ 

358

358

37

－ 

2,035

249

278

96

109

－ 

△ 1,243

46,484

55

23,958

△ 45

23,999

1,481

△ 1,815

△ 1,643

47,298

△ 13,513

1,513

△ 1,261

55

△ 45

46,484

358

－ 

358

1,891

84

72,049

純資産の部…③

18,536 18,536

連結会計全体会計

65,797

3,542

資産の部…①

3,542

60,979

全体会計 連結会計

14,288

－ 

65,986

61,019

14,319

22,936 22,955

2,385

－ 

2,032

2,231

負債の部…②

68,505

72,484

△ 21,207

3,575

3,727

△ 1,783

△ 22,421

50,370

264

△ 22,421

264

25,186

全体会計 連結会計

3,895

29

16,019 16,019

3,895

50,370

科目名

負債合計

科目名

純資産合計

負債・純資産合計
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□貸借対照表とは？

① 資産 :  これまでに形成してきた将来の世代に引き継ぐ社会資本（学校、公園、
道路など）や、投資、基金など将来現金化することが可能な財産

② 負債 : ①のうち、地方債や退職給付引当金など将来の世代の負担となるもの

③ 純資産 : ①のうち、過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産

□貸借対照表からわかること

年度末（平成28年3月31日）に保有する①資産、②負債、③純資産を表示したものです。こ
れまでの負担と、将来の負担とのバランスを見ることができます。

　潮来市では今までに、一般会計等ベースで503億5千8百万円、全体会計ベースで720億4千9百万

円、連結会計ベースで724億8千4百万円の資産を形成してきました。

　そのうち、純資産である358億9千4百万円（一般会計等）、469億5千6百万円（全体会計）、

472億9千8百万円（連結会計）については、過去の世代や国・県の負担で既に支払が済んでおり、

負債である144億6千4百万円（一般会計等）、250億9千3百万円（全体会計）、251億8千6百万

円（連結会計）については、将来の世代が負担していくことになります。

　これまでに形成した資産と、将来の市民負担となる負債を市民１人当たりに換算すると、一般会計

等ベースでは、172万円の資産に対して、50万円の負債となっています。全体会計ベースでは、

247万円の資産に対して、86万円の負債となっています。連結会計ベースでは、248万円の資産に

対して、86万円の負債となっています。

　一般会計等会計に比べ全体会計での公共用財産施設、負債・純資産の計上額が大きいのは、下水道

事業あるいは水道事業といった各事業の関連施設や設備資産が加算されていることと、それに対応す

る公債や、純資産が加算されているためです。
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◎行政コスト計算書(平成27年4月1日から平成28年3月31日) （単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費 …①
職員給与費
賞与等引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
その他

物件費等 …②
物件費
維持補修費
減価償却費
その他

その他の業務費用 …③
支払利息
徴収不能引当金繰入額
その他

移転費用 …④
補助金等
社会保障給付
他会計への繰出金
その他

経常収益

その他

臨時損失
災害復旧事業費
資産除売却損
投資損失引当金繰入額
損失補償等引当金繰入額
その他

臨時利益
資産売却益
その他

※表示単位で四捨五入しているため合計値と一致しない場合があります。

109

1,688

－ 

34

511

171

31

309

9,989

7,939

全体会計
18,419

8,430

2,008

1,835

354

404

11,427

185

218

11,427

0

－ 

0

－ 

－ 

0

－ 

－ 

17,004

一般会計等
11,831

7,049

1,816

1,641

96

△ 183

261

5,012

2,600

1,195

1,213

4

221

141

10

71

4,782

1,207

1,688

1,533

純行政コスト

7,919

16,987

589

1,688

387

1,128

0

－ 

9,969

使用料及び手数料

純経常行政コスト

362

1,415

1,128

287

16,98717,004

0

－ 

0

－ 

－ 

0

－ 

－ 

－ 

連結会計

1,331

1,526

321

18,877

109

1,936

2,157

8,908

6,162

3,071

272

5,911

3,035

1,326

－ 

1,890

31

761

△ 208

1

－ 

0

－ 

0

－ 

1

1,516

△ 208

234

171

－ 

362

科目名
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□行政コスト計算書とは？

① 人件費 : 職員給与や賞与等または退職手当引当金繰入額
（当該年度に引当金として新たに繰り入れた額）など

② 物件費等 : 備品や消耗品、施設等の維持補修にかかる経費や減価償却費
（社会資本の経年劣化等に伴う減少額）
および委託料や使用料、手数料など

③ : 地方債償還の利子など
④ 移転費用 : 市民への補助金や児童手当、社会保障経費など

□行政コスト計算書からわかること

　平成27年度の経常費用合計から、市民のみなさまに負担いただいた使用料等を差し引いた純

経常行政コストは、一般会計等ベースで114億2千7百万円、全体会計ベースで170億4百万

円、連結会計ベースで169億9千8百万円です。これを市民一人当たりに換算すると一般会計等

ベースで39万円、全体会計ベースで58万円、連結会計ベースで58万円になります。

　経常費用から経常収益を引き、臨時損失と臨時利益の差額を加えた純行政コストは、それぞれ

114億2千7百万円（一般会計等）、170億4百万円（全体会計）、169億8千7百万円（連結

会計）となり、この不足部分については、市税や地方交付税などの一般財源や国・県補助金など

で賄っています。

　一般会計等に比べ全体会計での「経常費用」の経費が大きいのは、主として国民健康保険、介

護保険の保険給付費が合算されているためです。また、同様に「経常収益」については、主とし

て下水道事業特別会計や水道事業会計の使用料等が合算されていることが要因です。

その他の業務費用

１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスやごみの収集にかかる経費など、資産形成につな

がらない行政サービスに要したコストを①人件費、②物件費等、③その他の業務費用、④移転費

用に区分して表示したものです。これらの費用から、市民の皆様にご負担いただく使用料等を差

し引いたものが純経常行政コスト（毎年度、継続的に発生するもの）となります。さらに臨時損

失と臨時利益の差額を加えたものが純行政コストとなります。

なお、純行政コストは６ページの純資産変動計算書「純行政コスト（△）」と連動します。
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◎純資産変動計算書(平成27年4月1日から平成28年3月31日) （単位：百万円）

純行政コスト（△） …①

財源 …②

税収等

国県等補助金

…③

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 …④

無償所管換等 …⑤

その他

※表示単位で四捨五入しているため合計値と一致しない場合があります。

□純資産変動計算書とは？

① ： 4ページの「行政コスト計算書」純行政コストと連動します。
② ：

③
：

： 固定資産の減価償却及び除売却額等
：

： 貸付金の償還及び基金の取崩による減少額等

④ 資産評価差額 ：有価証券等の評価差額を表します。
⑤ 無償所管換等 ：無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等を表します。

□純資産変動計算書からわかること

848

△ 143

68,505

119

686 172

9,583

141 △ 141

32

△ 9,583

△ 21,361

678

△ 768

848

－ 

879

13,063

4,769

67,827 △ 21,409

17,834 17,834

△ 16,987 △ 16,987

67,630 △ 21,533

△ 17,004

17,831

25 25 32

－ 

△ 1

47,29846,956

858当期純資産変動額

期末純資産残高

貸付金・基金等の減少

貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または形成のため
に支出した金額

32

△ 1

32

△ 1△ 1 △ 1 △ 1

純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産）が平成27年度中にどのよう
に増減したか、あるいはその内部構成はどのように変動したかを表示したものです。期末残高は２
ページの貸借対照表の純資産の合計と連動します。

68,316

39 △ 39

△ 9,583

有形固定資産等の減少
貸付金・基金等の増加

46,098

△ 11,427 △ 11,427

35,573 47,658 △ 12,085期首純資産残高

全体会計 連結会計

17,831

余剰分
(不足分)

固定資産
形成分

143

9,586

827295

13,063

△ 17,004

4,769

本年度差額

△ 9,586

765固定資産等の変動（内部変動） △ 132 132

10,625 △ 10,625

△ 1,213 1,213

4,769

46,419

13,066 13,066

4,769

△ 11,743

合計
固定資産
形成分

余剰分
(不足分) 合計

一般会計等

合計
固定資産
形成分

余剰分
(不足分)

科目名

※「固定資産形成分」は金銭以外の将来利用できる資源を表し、「余剰分（不足分）」は原則
として金銭の形態で保有される費消可能な資源の蓄積を表します。

－ △ 10 10

320

113

438

35,894 47,541 △ 11,647

△ 113

平成27年度においては、純資産が一般会計等ベースで3億2千万円増加し358億9千4百万円、全

体会計ベースでは8億5千8百万円増加し469億5千6百万円、連結会計ベースでは8億7千9百万

円増加し472億9千8百万円となっています。これを市民一人当たりに換算すると一般会計等ベー

スで128万円、全体会計ベースで161万円、連結会計ベースで162万円となります。

※①、②の差額である「本年度差額」は純行政コストが税収等の財源でどれだけ賄われている
かを表しています。

固定資産等の変動

2,562

11,735

△ 1,525

△ 117

純行政コスト（△）

財　源 「税収等」は地方税、地方交付税及び地方譲与税等を、「国県等補助金」は
国庫支出金及び都道府県等支出金を表します。

有形固定資産等の増加 固定資産の形成による保有資産の増加額または形成のために支出
した金額

△ 11,735

1,525 △ 1,535 1,535

827

11,743

768 △ 765

9,161

2,562

△ 21,207

9,583

△ 119

295

201

11,722 11,722

9,161
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◎資金収支計算書(平成27年4月1日から平成28年3月31日) （単位：百万円）

【業務活動収支】 …①
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入

【投資活動収支】 …②
投資活動支出

公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

【財務活動収支】 …③
財務活動支出

地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額

※表示単位で四捨五入しているため合計値と一致しない場合があります。

1,860 1,860

△ 1,277 △ 1,279

1,924

1,457

4

1,688

3,256

243 278

4 24

△ 405 △ 405

－ 

9,573

10 10

7,939

9,989

7,919

3,442

318

3,499 3,720

1,688

0 0

1,862 1,883

－ － 

1,478

1,454 1,454

0

9,911

－ 

8

133

4,448

8

9,573

11,041

133

2 22

4,448

10

－ 

286 770

－ － 

362 362

13,062 13,065

0

－ － 

318

219

7,039

11,049

17,478

7,509

2,214 2,364

連結会計全体会計

244

4,410

171

4,652

171

11,190

1,962

0 0

18,953

－ 

－ 

1,533

354

11,974

9,168

181

－ 

19,440

－ 

11,182

9,969

322

1,157

1,201

2,407

17,028

一般会計等

10,774

5,992

1,995

3,799

141

57

4,782

1,207

1,688

1,030

－ 

125

2,574

－ 

2,698

科目名

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

本年度資金収支額

本年度末資金残高

10

－ 

－ 

△ 937

1,169

1,169

－ 

1,030

10,675

10,625

－ 

△ 139

8

－ 

9,573

11

9,738

155

9,905

－ 

31

－ 

1,157
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□資金収支計算書とは？

① 業務活動収支 ：行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出されるもの
② 投資活動収支 ：学校、公園、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支出など
③ 財務活動収支 ：地方債、借入金などの収入、支出など

□資金収支計算書からわかること

　平成２7年度において、資金が一般会計等ベースでは1億2千5百万円増加、全体会計ベースでは

2億4千3百万円増加、連結会計ベースでは2億7千8百万円増加しております。その結果、期末資

金残高はそれぞれ、26億9千8百万円（一般会計等）、34億9千9百万円（全体会計）、37億2

千万円（連結会計）になります。

　内訳を見ますと「業務活動収支」が一般会計等ベースで12億1百万円、全体会計ベースで19億

2千4百万円、連結会計ベースで19億6千2百万円のプラス、「投資活動収支」がそれぞれ▲9億3

千7百万円（一般会計等）、▲12億7千7百万円（全体会計）、▲12億7千9百万円（連結会計）

となっています。地方債等借入関連を除いた収入と支出のつり合いを表す「基礎的財政収支（プラ

イマリーバランス）」（支払利息支出を除く業務活動収支と投資活動収支の合算）はそれぞれ4億

5百万円（一般会等）、8億1千8百万円（全体会計）、8億5千4百万円（連結会計）となりま

す。

　また、財務活動収支が一般会計等で▲1億3千9百万円、全体会計で▲4億5百万円、連結会計で

▲4億5百万円となっており、地方債の償還が発行を上回りました。

１年間の資金の増減を①業務活動収支、②投資活動収支、③財務的収支に区分し残高を表示したも
ので、どのような活動に資金が必要であったかを表しています。
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□４つの財務書類からわかること

Ⅰ．資産形成度・・・「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」を表す指標

  1　市民１人当たりの資産額 〔資産合計／住民基本台帳人口〕

万円 ／ （全体会計） 万円 ／ （連結会計） 万円

※平成28年1月1日現在の住民基本台帳 による

 2　歳入額対資産比率 〔資産合計／歳入合計〕

年分 ／ （全体会計） 年分 ／ （連結会計） 年分

 3　有形固定資産減価償却率〔有形固定資産の減価償却累計額／取得価格等〕

／ （全体会計） ／ （連結会計）

Ⅱ．世代間公平性・・・「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」を表す指標

  1　純資産比率〔純資産／総資産〕

／ （全体会計） ／ （連結会計）

  2　社会資本形成の世代間負担比率〔地方債合計／公共資産（事業用資産＋インフラ資産）〕

／ （全体会計） ／ （連結会計）

　企業会計でいう「自己資本比率」に相当し、この比率が高いほど財政状況が健全である
といわれていますが、総資産のうち返済義務のない純資産がどれくらいの割合であるかを
表す目安と考えてください。
　

　社会資本の整備の結果を示す事業用資産とインフラ資産の形成コストを将来の負担とな
る公債などの負債でどれだけ負担したのかを表します。
　この指標が高いほど将来の世代が負担すべき割合が高いことを表します。

65.2%

30.6% 33.6%

246

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたス
トックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度
合いを測ることができます。

有形固定資産について、一定の耐用年数により減価償却を行った結果として資産の取得か
らどの程度経過しているかを全体として把握することができる指標で、100%に近いほ
ど老朽化の程度が高いということになります。

172

1.99

（一般会計等）

（一般会計等）

( 29,232人 )

48.5% 49.7%

248

2.12

49.7%

65.3%

33.6%

（一般会計等）

（一般会計等）

（一般会計等）

2.15

71.3%
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Ⅲ．持続可能性・・・「財政に持続可能性があるか（どのくらい借入があるか）」を表す指標

  1　市民１人当たりの負債額 〔負債合計／住民基本台帳人口〕

万円 ／ （全体会計） 万円 ／ （連結会計） 万円

※平成28年1月1日現在の住民基本台帳 による

 2　債務償還可能年数〔( 将来負担額 － 充当可能基金残高 )　
／　（ 業務収入 ＋ 減収補填債特例分発行額 ＋ 臨時財政対策債発行可能額 － 業務支出）〕

（一般会計等） 年

Ⅳ．効率性・・・「行政サービスは効率的に提供されているか」を表す指標

  ●　住民一人当たり行政コスト 〔各行政コスト／住民基本台帳人口〕

（一般会計等） （全体会計） （連結会計）
住民一人当たり純経常行政コスト 万円 ／ 万円 ／ 万円
住民一人当たり人件費 万円 ／ 万円 ／ 万円
住民一人当たり物件費 万円 ／ 万円 ／ 万円
住民一人当たり移転費用 万円 ／ 万円 ／ 万円

※平成28年1月1日現在の住民基本台帳 による

Ⅴ．自律性・・・「歳入はどのくらい税収等で賄われているか
（受益者負担の水準はどうなっているか）」を表す指標

 ●　受益者負担の割合 〔経常収益／経常費用〕

／ （全体会計） ／ （連結会計）

34

6

（一般会計等） 49 86

( 29,232人 )

地方債や退職手当引当金といった実質債務の全てに対し償還財源上限額をすべて償還に充

当した場合、何年で現在の債務を償還できるかを示す指標で、債務償還可能年数が短いほ

ど債務償還能力が高いといえます。債務の償還原資を経常的な業務活動からどれだけ確保

できているかということは、債務償還能力を把握するうえで非常に重要な指標です。

86

58

10.19

7
21
34

3.4% 7.7% 10.0%

17
16

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金
額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者
負担の割合を算出することができます。

( 29,232人 )

39 58
7

20

（一般会計等）
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1 貸借対照表
(1) 事業用資産 ・・・

(2) インフラ資産 ・・・ 道路、上下水道等の社会基盤となる資産

(3) 無形固定資産 ・・・ ソフトウェア、地上権等

(4) ・・・ 有価証券、外郭団体への出資金、出えん金、基金、積立金など

(5) 長期延滞債権 ・・・ 1年を超えて回収されていない未収金等の収入未済額

(6) ・・・ 徴収不能のおそれのある債権見込み額

(7) 未収金 ・・・ 税や使用料などの未収金

(8) 地方債等 ・・・ 市が資産形成する時などに発行する公債等

(9) 預り金 ・・・ 職員給与等から控除した税金及び社会保険料、契約保証金等

2 行政コスト計算書
(1) 経常費用 ・・・ 毎年度継続的に発生する費用

(2) 社会保障給付 ・・・ 扶助費（生活保護、児童手当等）など

(3) 他会計への繰出金 ・・・ 特別会計への繰出金など

3 純資産変動計算書
(1) 期首純資産残高 ・・・ 前年度末の純資産額

4 資金収支計算書
(1) 投資及び出資金支出 ・・・ 有価証券および外郭団体等への出資にかかる支出

(2) 地方債等償還支出 ・・・ 公債や借入金の元本償還にかかる支出　

公共サービスに供されている資産で、インフラ資産、物品以外
の資産（例：学校、市営住宅等）

徴収不能引当金

投資その他の資産

用語解説
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